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審　議　等　の　内　容
(嬉野市審議会等の公開に関する要綱第９条関係)

	所管課
	市民課

	議　題
	第１号　令和７年度嬉野市国民健康保険事業の状況（報告）
第2号　令和７年度嬉野市国民健康保険決算の状況（報告）
第3号　令和８年度嬉野市国民健康保険特定健康診査･特定保健指導計画
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	議題１～３について資料に沿って事務局から説明・質疑応答を行った。
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議題第１号「令和７年度嬉野市国民健康保険事業の状況について」
（国保加入状況）
国保加入状況について平均世帯数は3,073世帯、平均被保険者数は4,699名です。加入率減の主な要因は、75歳到達による後期高齢者医療保険への加入があげられます。
（税率、減免及び収納状況について資料より説明）
令和7年度は県より示される当市の標準保険税率を参考に当協議
会においてご審議していただき、税率の改定は行いませんでした。
令和７年度の収納率は93.56％で前年度と比べまして2.05ポイントの減少です。
（医療費について）
被保険者１人当たりの医療費は令和７年度に関しましては、前年度より増加しております。これは医療の高度化による医療費の増加によるものと思われます。
（国保の保健事業、その他給付金）
　国保人間ドック・脳ドック事業について。全体的に若い方の受診が少なく、60、65歳の受診者が多い傾向にある。検査結果を見ますと、受診者の多くが何らかの所見を有していましたので、この検診が健康への意識付けをする契機となり、疾病の早期発見につなげることができています。
はり・きゅうマッサージ負担金については、全体で1,344件、支給額は120万9,600円となっています。
（特定健診事業）
例年通り個別健診と集団健診、毎日健診を行っています。対象者は3,286人で、そのうち1,552名の方に受診していただき、受診率は7月31日時点の速報値で、47.2％です。令和3年度からはコロナ禍の影響もあり低下しましたが、未受診者勧奨事業の効果もあり徐々に受診率も回復傾向にあります。特定健診の結果からは男性・女性どちらも血糖異常方が多い結果となっています。男性では腹囲が９０㎝以上の方が多く、メタボリックシンドローム該当者の増加がわかる結果となりました。また、男女ともに高血圧の方が多くこれらは生活習慣が原因となるもので、それら複数のリスクを把握して改善に力を入れることが重要となります。
（二次健診）
二次健診は、特定保健指導を利用される方のうち、血糖値が高めの方に案内しています。症状の出にくい生活習慣病を早期に発見し、予防や治療につなげることを目的としており、令和7年度は45人が受診されました。75g糖負荷試験等の結果、正常域が23人、境界型が20人、糖尿病型が2人となっています。二次健診を受けることで、生活習慣の見直しの必要性に気づいたり、必要な場合には治療につながったりすることから、今後も積極的に受診勧奨を行っていきたいと思います。
（アルブミン尿検査）
令和7年度は、対象者209人のうち29人が受診されました。
この検査は、糖尿病性腎症の早期発見に有効な検査ですので、今後も医療機関と連携し、実施率を上げていきたいと思います。
（特定保健指導）
対象者は127人で、そのうち特定保健指導を実施し、最終評価まで終了した方の割合は、速報値で68.0％となっています。令和7年度の実績は速報値となっており、保健指導は年度をまたいで実施する場合もあるため、現時点では最終評価に至っていない対象者もいます。今後、最終評価まで終了した段階で実績を確認していきます。

脳ドックの受診率が低いが、対策は行っていますか。

対象者には勧奨通知を出していますが、中々受診率向上には結びついていない現状です。
　
滞納をしていても保険証は使用できますか。

使用できます。ただ、一年以上納付が無い方については医療費を一度全額負担していただいて、後で7割払い戻すという処置をとる場合もあります。。



マイナ保険証の方には保険証は届きますか。

マイナ保険証の方には「資格情報のお知らせ」を発行しています。

国民健康保険税決算表をみての疑問ですが、不納欠損と還付未済とはどういうものですか。

不納欠損は徴収不可能と判断された税金です。還付未済は二重納付等で還付しなければいけないが、年度内に還付に至っていない税金です。還付未済額は収入額に含まれるため、収入額から還付未済額を引いて滞納繰越額を計算しています。

議題第2号「令和７年度嬉野市国民健康保険決算の状況について。

令和７年度の歳入、歳出決算のうち前年度から大きく変更があるものの中から、主なものを説明させていただきたいと思います。
まずは20ページの歳入です。一番左枠、「款」の欄をご覧ください。
1 国民健康保険税決算額
前年度より1,537万円程度の減額です。減額の理由として、国保被保険者数は減少しているものの調定額はR6年度と比較してもほぼ横ばいとなっており、議題①で説明したとおり収納率の低下により減額となっているものです。原因としてはこれまで滞納者には短期保険証を交付し、納税につなげてきましたが制度が変わり短期がなくなったため、というのも一因と考えられます。今後、税務課とともに原因の分析を進め、令和８年度では令和６年度の収納率に戻すように努力していかなければいけないと思っています。
2 国庫支出金
前年度より2,438千円の減額となっておりますが、これは前年度にﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞの健康保険証利用の移行に伴うシステム改修費に関する単発の補助金があったためで、７年度には当該事業は終了していたためその分が減額となったものです。
3 県支出金
市の保険給付費の財源として交付される「普通交付金」と、国保財政安定のための調整及び各種事業への取り組み状況などにより交付される「特別交付金」となります。前年度と比較して3,636万円程の増です。増の内容は普通交付金の増によるものです。
⑥繰入金
一般会計からの繰入金と国民健康保険基金を取り崩して、国保会計に繰入を行った分となりますが、前年度比1,149万円程の減です。
主な要因としては、一般会計繰入金のうち、保険基盤安定繰入金の前年度比が1,067万円の減と大きかったことです。
⑧諸収入
第三者納付金については前年度比約573万円の減となっております。交通事故等などの第三者からの加害により国民健康保険で受診された場合は、市がいったん医療費を立替え、加害者の損害保険会社に費用請求しています。事故の程度により金額は大きく変わりますが、令和6年度は令和元年度に起こった交通事故の高額案件分の納入があったため、特に額が大きくなっていたものです。
次に返納金については、社会保険加入などによって国保資格を喪失した後に誤って国民健康保険証を提示して受診された保険給付分を、返納していただいたもので、前年度比約310万円の減となっております。これはマイナ保険証の普及により、そういった資格確認の誤りが減ったことも要因の一つかと思われます。
次に歳出の主な増減についてご説明いたします。
1 総務費
一般管理費1,600万円ほどの減額となっております。これは、令和６年度に国保事務処理標準システムの導入委託費が3,200万円ほどかかっておりましたが、令和７年度からは運営費用のみの負担となり、委託料が1,070万円ほどと大きく減少したためです。
2 保険給付費
前年度と比較すると1,858万円程の増額となっています。療養給付費、高額療養費、出産育児一時金が昨年度より増額となっております。この理由として、一人当たり医療費の増加があげられます。これは人口の高齢化、医療技術の高度化、薬価の高額化が大きな要因になっていると考えられ、全国的にも同様の傾向にあります。
③　国民健康保険事業費納付金
市で支払う医療費のすべての財源である普通交付金を賄うため、各市町の規模に応じて県から割り当てられており、約8億1,900万 を支払っております。
⑤基金積立金
前年度の剰余金を基金に積み立てたものと、基金を財源としていた事務処理標準システムの移行経費が、特別交付金として戻ってきたものを基金へ戻したものになります。
⑨諸支出金
県償還金につきましては、6,636万円の減。これは医療費の給付に使う県普通交付金の前年度精算分となります。他会計繰出金については5,869万円程の増となっています。国保運営の県統一化に向けて各市町の累積赤字を解消するため平成30年度までに一般会計から補てんした額の一部を一般会計へ返還しているものですが、その返還額が令和7年度は1億円であったためです。
P22は令和７年度の決算状況を円グラフ化したものとなります。歳入につきましては、全体の歳入に占める国民健康保険税の割合は15.6％、県支出金の割合が71.0％となっておりまして、歳入のほとんどは県からの交付金で賄われているという状況です。歳出につきましては、保険給付費が67.0％と大半を占めております。
　歳入合計の35億7,683万7,562円に対しまして、歳出合計が34億9,730万3,828円となりまして、歳入・歳出差引額が7,953万3,734円という決算になっております。
令和６年度の決算と令和７年度の決算を比較した単年度収支については1,823万8,558円の減額となります。年々繰越額が減っている状態です。

第三者行為の請求件数はわかりますか。

年間7件で167万程度となっています。

P21の⑨諸支出金の中で説明があった一般会計に返却している操出金はあといくらぐらい残っていますか。
令和9年度には完全一本化するので令和8年度までに返し終わらなければいけない金額ですよね。

一本化については現在も県を交えて協議中で、令和12年度からは県内で税率が完全一本化となりますが、9年度から11年度までは標準税率に合わせずに税率抑制をすることも可能となっております。赤字解消のために一般会計から法定外繰入を行っていた分については令和11年度までに返還していく予定としております。残額は2億5千万ほどになります。

議題第３号「令和８年度嬉野市国民健康保険特定健康診査・特定保健指導事業計画」

Ⅰ、特定健康診査の実施形態
①個別健診は今年度も6月から開始しており、8月31日まで実施します。
②集団健診は、健康づくり健診や総合がん検診と同時に実施する日を含め、全8回実施します。
③毎日健診については、佐賀県健康づくり財団において、6月1日から令和9年3月31日まで実施します。
④未受診者健診については、今年度も健診追加期間を2回設定する予定です。
⑤ヘルスサポート事業、⑥情報提供、⑦詳細健診、⑧詳細健診該当者以外の心電図検査についても、昨年度同様に実施します。
次に、2、受診勧奨方法です。
令和7年度の事業評価では、40代、50代の受診率が低下していることが課題と考えられました。そのため、令和8年度は、若年層への勧奨ハガキの内容を見直しました。また、市報やポスターなどにもWEB予約用のQRコードを掲載するなど、若年層に合わせた受診勧奨を行っていきます。さらに、前年度に受診された方のうち、生活習慣病発症のリスクが高いと考えられる40～59歳の方に対して、継続して受診していただくため、訪問や電話による受診勧奨も実施します。
Ⅱ、特定保健指導
こちらも6月下旬から開始しており、一人でも多くの方にお会いできるよう案内を行っています。今年度も訪問に力を入れており、対象者の生活状況が把握しやすい自宅にて保健指導を実施したいと考えています。また、効果的に保健指導を行っていくため、今年度より保健センターに体組成計を導入しました。脂肪率や筋肉量を見える化することで、対象者自身が身体の変化を確認できるようにし、生活習慣改善への意欲向上につなげていきます。
Ⅲ、二次健診　Ⅳ、アルブミン尿検査
昨年度から変更はありません。
Ⅴ、尿中ナトリウム・尿中クレアチニン検査
昨年度から新たに実施している検査です。対象者は、集団健診受診者のうち、収縮期血圧が160mmHg以上、または拡張期血圧が100mmHg以上の方です。この検査では、1日の塩分摂取量の推定値を把握することができます。集団健診受診者へは、結果説明会で全員に保健指導を行っていますので、その際に検査結果を活用し、高血圧予防の観点から具体的な指導につなげていきたいと考えています。
Ⅶ、重症化予防訪問
糖尿病性腎症、糖尿病や高血圧の未治療・治療中断者、生活習慣病の重症化の危険性がある方を健診結果から抽出し、対象者へ保健師や管理栄養士が訪問して保健指導を行っています。対象者の中には通院中の方もいらっしゃるため、必要な際には、かかりつけ医と連携を取りながら保健指導を行っていきます。また、特定保健指導でも用いる体組成計をこちらでも利用して、対象の方の生活改善につなげていきます。

以上が令和8年度の事業計画となります。

「今後のスケジュール」について事務局から説明。
　（質疑なし）

（閉会）
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